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In the case of selection of a toll road, the toll value has an important effect on

our route selection behavior. That is, traffic volume on a toll road is greatly in-

fluenced by toll value.

In this study from the point of view of this change on traffic volume, the

optimal toll value is determined by maximlZIIlg the total revenue and by minimizing

the total travel time on the road network. This model is led from the traffic as_

slgnment theory by maximizing entropy proposed by the authers.

It is important application that the use of this model is possible on
wide road

networks contained toll roads. And by this model we are able to investigate the

efficient use of roads.

1. まえがき

最近の高速国道,都市高速道路,一般有料道路,一般

自動草道などの有料道路の建設ほめざましく増加し,そ

れぞれにわがEgの道路網の一翼を担っている｡現在の有

料道路制度が昭和31年日本道路公団設立として初めて定

められ,有料道路ができるようになって以来わずか16年

余しかたっていないにもかかわらず,その規模において

ち,機能の面においても,すでにわが国の道路事業の主

役を占めているといっても過言ではない｡

サ-ビス水準の低い一般道路よりも,完全舗装で,質

全かつ快適なドライブを楽しむことができるとか,時間

短縮ができるという高水準のサービスを蛙供する有料道

路を利用するのに,通行料金自体-その水準ほ別として

-を支払うことに抵抗をおぼえる人はほとんどないであ

ろう｡すなわち利用者は有料道路が経済的な便益(安全

性とか快適性などをも含めて)において一般道路とほ異

なり,鉄道･船舶と同様な経済財として認識するように

なってきているのが現状であるといえる.しかしなが

ら,通行料金ほ利用者にとっては抵抗値と感じられるの
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は当然のことだろう｡利用することによる便益よりも通

行料金の方が高いとなれば有料道路の利用者は減少して

その存在価値は小さくなるだろうし,達に通行料金の方

が安いとなれば利用者ほ多大となり交通混雑を引き起こ

すことにもなりかねない｡それゆえに有料道路にはそれ

に見合う適正な通行料金を設定しなければならないo こ

の適正な通行料金決定方法にほいろいろな考え方がある

であろうが,本研究では通行料金が利用交通量に大きく

影響を及ぼすことに着目して,道路網上の交通量配分手

法を利用することにより,有料道路における適正な通行

料金決定方法について一考してみることにする｡

2.通行料金に対する考え方

道路は本来｢無料｣であるべきか｢有料｣であるべき

かという問題については議論の余地があろう｡ ｢無料｣

にすべきであるという主張の取拠は,街路ヤー般道路が

ガソ1)ン税をほじめとする道路関係税を財源として建設

･維持管理されているということに基づいており, ｢有

料｣にすべきという考え方の取掛ま,道路整備の緊急性,

社会資本の先取り,経済的な便益性を考えることに基づ
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いている｡基本的には道路ほ｢無料｣という考え方が,

わが国に限らず一般的のようである.しかしながら,有

料道路に投資された資本は莫大な額にのぽると共に,一

般道路とは異った高水準の交通サービスを提供する施設

であるがゆえに現実には或る期間内ほ通行料金という負

荷が課され,しかる後には無料公開されることになって

いる｡

現在の有料道路の有料制度は,用地費を含む建設費,

料金徴収期間の管理維持費などの道路費用をすべて償う

ように決定するという,いわゆる個別償還主義をとって

いる｡この方法は｢平均費用価格設定｣原則に基づいて

おり,公共料金の決め方に広く採用されている方法で,

要される総費用を利用者間に分割課料するのである｡こ

の場合,給費用と絵収入との一致という点で経済性が虚
立されている｡しかし,有料道路が他の有料道路と独立

な場合にほ上記の方法でもよいが,高速道路網の整備拡

大,新規有料道路の建設などにより有料道路が併設され

るような場合には,現実に要した費用ほ新設の万が大と

なるた捌こ通行料金は高くなる｡すなわちr%とんど同水

準の交通サービスを提供するのに通行料金が著しく異な

る一極端な場合にほ無料と有料とになる-という矛盾が

生じてくる｡ゆえに上記の方法のかわりに,各路線を一

指して通行料金を計算するという,いわゆる料金プール

制がある｡これは個別償還主義に対する総合償還主義と

もいえる考え方であるが,この場合でも償還後の無料開

放を前提として通行料金を決定するという考え方にはか

わりはない｡

これに対して,道路の効率化による最適利用,交通サ

ービスの均等化などという観点からの通行料金設定方式

という考え方が最近いわれるようになってきた｡これは

G. J. Rothによって提案された｢限界費用価格設定｣原

則に基づく｢利用者費用価格｣という考え方である｡1)

この考え方の特徴は｢混雑費｣ (混雑税ともいう)という

概念を用いることである｡すなわち道路利用者の自動車

交通の限界価値と社会的限界費用とを一致させることが

望ましく,そのためにほ社会的限界費用と私的限界費用

(時間費用などの利用者個人に関する費用)との差に等

しい混雑税(道路の通行料金)を利用者に課す｡その結

果所与の交通容量に対して交通需要を適正に押え均衡化

させると共に給費用をも回収しえて,道路利用の効率化

を図ることができる｡この考え方は交通量が比較的多

く,社会的限界費用が増大する場合によく適合しうると

思われる｡

以上有料道路の通行料金に対する大体の考え方を述べ

たが,この考え方は一部区間に有料道路を含む道路網全

体での最適利用にまで拡大しうると考える｡この場合に

ほ一般道路の最適利用をも含むことになり,より一般的

であるともいえる｡しかし対象道路網全体の効率を示す

評価基準を設定する必要がある｡その評価基準として,

A(.J.Beckmanは, ｢平均費用価格設定｣原則に基づ

くものに対して｢料金収入最大化｣を, ｢限界費用価格

設定｣原則に基づくものに対して｢絵走行時間最小化｣

を提案している｡2)そこで,この方法に交通量配分型論

を応用することにより,広範囲な道路網を対象とする場

合でも配分交通量(需要交通量)との関連性を持った最

適な通行料金を決定できると考える｡以下にその定式化

および計算例について述べる｡

3.モデルの定式化

利用する交通量配分理論として著者等が提案した確率

最大化配分法を取り上げる｡この配分理論は次のように

定式化されている｡3)

いま或るZ本のリンクからなる道路網が構成されてお

り,所定のOD交通量が与えられ,各OD間には経路

がたかだかn本まで指定されているものとすると, 1)ン

ク h(h-1, 2, -･･･, i)上の走行時間ThがそのT)ン

ク上の交通量の関数として

Th-fh(宇写九β,k
yrk )

と表わされる場合には,目的関数Rtま

R-r寄宇W,Ay三fh(写宇｡h,i-
y,A )

十字y,klogy:A --･･･-････-･-･･････.･･(2)

ここで r :定数

y,k : k(k-1,2,---･q)なるODの経路

r(r-1,2,--,n)に配分される交

通量

h(?rk :kなるODの経路rがリンクhを含

むとき1,含まないとき0の値をと

る定数

と表わされ,写y,k-sk(Sk:
kなるOD交通量)なる

条件の下でRを最′J＼化することにより,確率的に最も起

り易い交通量分布パターンが決定されることになる｡

そこで,この理論を有料道路を含んだ道路網に適用し

てみる｡有料道路と一般道路とを比較したときの走行時

間差および便益に着目すれば次のようになる｡

有料道路であるリンク m(m-1, 2,
･-･･l′<l,)の

通行料金をC,n,そのときのリンク走行時間をTm,リ

ンクmを一般道路とするときのリンク走行時間をTとす

れば

T-Tm-,n∂,h'･cm/am ------･･･-･･-･･-(3)

ここで αm:単位時間あたりの便益費
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m∂,A :kなるODを持つ経路rがリンク

mを含むとき1,含まないとき0

の値をとる定数
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となるo よって(1)式のThに相当する式として

T-f-(宇芋-drk'y,A).-∂rkc-/a- ･･･--･･･(4)
が得られ,目的関数R′ほ次のようになる.

R′-r〔写宇苧hUeEy空fh(宇写九かき)+冨宇写-｡空yf(I-(写写-か空)+-∂空c-/a-)〕

+宇yflogy空(峠m)
このR/を

∑y空-sk

y空-i(Tl,
Cm)

なる条件の下で最′J､化することにより配分パターンを決

定できる｡このときの配分交通量ほ次式で与えられる｡

expトr(∑h｡空(fh十字宇hO'Eyきfニ)+召-｡空(I-'写写-,7Ey空f二+c-/a-))〕h

ヲ空(fh'宇写hか空fこ)+冒
∑exp〔-r(∑hJ
h A

よって,このときの料金収入最大化による通行料金の決

定ほ, (1), (4), (6), (7)式の条件の下で

冨宇苧-oiy空c-
を最大化するC,nを求める問題となる｡

一方,総走行時間最づ＼化による料金決定の場合には,

(1), (4), (6), (7)式の条件の下で

写宇写hOiyきfh(写写h｡空yf)

･冨写字-u'fyきf-(写宇-oiy空)･･･---(9)
を最小化するCmを求める問題となる｡

しかし, (8)式, (9):式のいずれにしても,通行料金Cm

を陽の形に解くことは容易でほない｡そこで反復計算に

よって走行時間を逐次修正しながら求めることにする｡

また通行料金C,nについてほ,各々男虫立していることは

稀で実際の有料道路で使われている料金均一制,走行臣巨

離比例制などを導入することになれば,独立なCmの数

はより匡艮られることになり,より容易に解を求めること

ができるであろう｡

4.計井例

計算方法は次のようである｡

1 ) rを仮定(実際の道路網でほ交通条件,交通事情

などによって決まる)し,料金C'nを固定する｡

2)最初の交通量0の状態でのfh, f′h, fm, f′'nを

求め,配分率を計算する｡

3)その配分率によってOD交通量,リンク交通量を

求める｡

4) 3)のリンク交通量を用いてリンク走行時間を修

正する｡

5)経路kの走行時間を修正する｡

6)手順2)に戻り,最初の走行時間のかわりに 5)

m｡空(I-I写写-か空fこ'cm/a-))〕
--･Sk -･･･-････---(7)

で求めた走行時間を用いる｡

7)上記をくり返して,最終的に得られた各経路の走

行時間を用いて配分交通量を決定し,そのときの料

金収入と絶走行時間を得る｡

8)料金Cmを変化させて手順1)に戻るo

計算例(Ⅰ)として,図-1に示すような仮想道路網と

6
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Fig. 1. Road Network, Link Travel Time

Table I. ODVolume on Fig.1. Vehicles per
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義-1で与えられるOD交通量を用いることにするoそ

れぞれのODについて最短経路を含めて3本の経路を考

え,この経路は終始固定されているものとする｡この道

路網における有料道路区間はリンク7として,この区間

における最適料金を求めることとする｡リンク走行時間

ほリンク交通量の関数として次式で与える｡

Th-ahQh+bh

ここで Th: ,)ンク h(h-1,2,,･･･-,9)の

走行時間(分)

Qh:リンクhの交通量(台/日)

ah, bh:リンクhの道路条件(延長,巾員

など)によって決まる定数(義一

2)

Table I.ロalue of ab, bユ1 0n Fig.1.

しiNK ah bh

1 8.0030 24.0

2 0.00ー5 ー2.0

3 0.0025 20.0

4 0.00225 18.0

5 0.0020 16.0

6 0..0009 7.2

7 0.00135 5.5

8 0.0025 20.0

9 0.0030 24.0

単位時間あたりの時間便益を11(円/分)として,他の便

益ほ計算の簡略化のた捌こ無視した｡料金は0円から始

めて10円単位で一応300円まで計算した｡

計算結果として,料金収入額と通行料金との関係を示

したのが図-2であり,料金収入額を最大にするときの

料金は, γ-0.1のとき160円, r-0･2のとき100円,

r=o.3のとき70円となったo次に総走行時間と通行料

金との関係を図-3に示す｡絵走行時間を最小にする料

金は, r-0.1のとき260円, r-0.2のとき100円, r-

0.3のとき60円となっている｡図-2,図-3を比較

してみるとわかるように,料金の影響ほ料金収入最大化

に対する方が給走行時間最小化に対するよりも敏感であ

る｡これほ(8)式, (9)式の相異からわかるようにある程

度納得のいく結論である｡なぜならば,料金収入最大化

Fig. 2. Total Revenue-Toll relationship for

maximizing Total Revenue on Fig. 1
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Fig. 3. Average Travel Time-Toll relation-

sbip for minimizing Total Travel

Time on Fig.1

((8)式を最大化する)の場合には直接に料金の項が入っ

て来るので影響を及ぼすのが大であるのに対して,総走

行時間最′J＼化((9)式の最小にする)の場合には直掛こほ

料金の項が入っておらず,料金は交通量を変動させてい

る一つのパラメータ的役割を持っているに過ぎないから

であるといえる｡次に上記の影響の大きさを考慮して,

料金収入最大化の場合についてrと料金の関係を調べた

ところ図-4のようになっており, r-0･1のときの160

円からr-0.9のときの50円と安定化している｡この図

からわかるように, rと料金の関係はかなり密接な関係

にあると思われる｡ rは交通条件,交通事情などによっ

て決定される係数であるが,実際の道路網にこのモデル

を適用するときはγの値を慎重に決定しなければならな

いことがわかる｡
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GAMMA

Fig. 4. Toll-Gamma relationship for maxi-

mizing Total Revenue
on Fig･ 1

次に道路網をかえて計算を試みたのであるが,結果は

傾向がほとんど同様であったし,4)全体のOD交通量の

変化と料金,総走行時間との関係を調べるためにOD交

通量を%倍した場合について計算したところ, r-0･1

で料金収入は1.53倍,総走行時間は1･61倍になり'r-

o.5で料金収入は1.45倍,総走行時間で1･62倍となっ

た｡

今までは仮想の道路網上での計算であったが,計算例

Ⅰ)として実際の有料道路を含めた道路網に適用した場

合について述べよう｡この場合最も簡単な例としての道

路網図を図-5に示す.ルートⅠは国道135号簸であり･

/レ- I- Iは民営有料道路｢熱海ビーチライン｣であるo

まず走行時間関数の決定についてであるが,交通量が0

のときは制限速度で走行したとして,国道135号線10･24

分,熱海ビ-チライン6.20分を得た.係数ahについて

Fig. 5. Road Network, Distance･ Limited

Speed

Route (Ⅰ) is 135th National Way,

Route川) is Atami Beach Line

Tahle Ⅱ. OD Volume on Fig.5, Vehicles

per 30minutes
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Fig. 6. Total Revenue-Toll relationship for

maxlmlZlng Total Revenue on Fig･5
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ほ各々の道路現況から計算して aI-0.00044, aI-0.0

0506 となって次式を得た｡

国道135号線 : TI -0.00044QI +10.24

熱海ビーチライン: T‡-0.00506QI+6.20

定数rについては宍積のOD交通量に合うように逆算し

て求めたところr-0.00884を得たo このときのOD交

通量ほ表-3に示すが,小型乗用者に換算して計算して

いる｡以上を基にして計算のた結果,料金収入最大化の

場合を図-6,総走行時間最小化の場合を図-7にそれ

ぞれ示す｡これによれば料金収入最大化の場合の最適料

金ほ150円(小型乗用車),給走行時間最小化の場合には

q円となったqこの結果むち｢熱海ビ-チライン｣が小型

乗用車通行料金として130円であり,その上民営(当然

採算を考えると恵われる)であるととも考慮すれば,か

なりの好結果を得たと,いえようo

5.あとがき

今回の研究では交通量配分理論を応用して有料道路を

含む道路網を対象とした場合の有料道路通行料金最適化

へのアプローチを試みたのであるが,本報告では仮想の

道路網上での計算例が多く,実際の道路網への適用は一

例にとどまっている.本モデルが実用的なモデ)I,といえ

るかどうかを判断するには今後より多くの実際の道路網

上での検討が必要である｡

またモデル式自体の適用性についてみれば,実際の有

料道路ほ多目的(観光,産業など)なものが多く,そこ

を利用する串ほ多種にわたっている｡有料道路を利用し

て受けるサービスほ革種によって当然異ってくるので,

道路の効率ある利用を図るた捌こは革唾を考慮した料金

を決める必要があり,現実にそう決められているが,本

モデルは亭直別料金決定にも適用は可能である｡この場

合本モデルを専種別に適用して重ね合わせることになる

が,亭塵問相互に干渉があるために単純に重ね合わせる

わけにほいかず,混入率などの条件が必要になってく

る｡本モデルにおいてリンクを一般街路,有料道路を都

市高速道路と考えれば,現在および将来の都市高速道路

網への適用も容易であるし,リンクを主要幹線道路,有

料道路を都市間高速国道と考えれば広範囲な有料道路網

への適用も可能であろう｡また観光有料道路など特別な

目的を持つ有料道路への適用の可能性-この場合には計

量化が困難なf&ctor (例えば魅力など)を多く含んで

くると思われるのでかなり難しい問題となるであろうが

-の検討をする必要があるだろう｡時間便益a,nについ

てほ対象とする道路網によって差異があるだろうし,忠

数としてではなく分布形として与えられたとしても本モ

デルほ通用できるが,計算時間が長くなるのでその価値

判断が必要である｡また走行時間関数について本報告で

ほ線形に仮定しているが,交通量が多い場合には交通容

量の概念を導入する必要があり,容量制限を考慮した走

行時間関数のモデルを開発すべきである｡しかし,この

場合にも計算時間は長くなるという問題ほ残るであろ

う｡

以上このように残された課題ほ幾多あるが,今後上記

の方向を踏まえて研究を続けたいと思っている.

なお,計算には名古屋大学大型計算機センタ-のFA

CO朋230-60 を使用した.
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